
22年度 23年度要求

松本　大樹総合政策局

一般会計

担当部局庁

建設市場の整備を推進する

35

関係する計
画、通知等

－ －

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 建設市場整備課

上位政策

57 28

総事業費(執行ベース) - - -

60

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 58

事業番号 55

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成20年度建設関連業の新たな役割と一層の活用の推進

執行率 - 95.2% 48.7%

（建設関連業検討会）
　開催回数：5回、参加者数：約70名/回
（建設関連業者登録システム）
　年間申請件数：約40，000件、地方整備局等担当者：約30人

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・建設関連業を取り巻く環境が大きく変化し、入札・契約制度の改革が行われたことから、業界の実態や新たな取組等
を調査し、建設関連業の業務分野拡大への支援方策を検討するとともに登録制度の見直しと活用方策の検討を行う。
・各地方整備局等で実施している建設関連業者の登録・審査事務の効率化と時間短縮、申請者と発注者の利便性向
上、セキュリティ確保等を図るため、新たな建設関連業者登録システムを構築する。

建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査業）を一層適正に活用できる登録制度のあり方等についての調
査・検討、及び、新たな建設関連業者登録システムの構築を行うことにより、登録事務の効率化や登録制度を活用する
発注者の利便性の向上を図り、もって建設関連業の健全な発展に資することを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

14-

総事業費(執行ベ ス)

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一部改善】
建設関連業登録システムについては、利用頻度や活用方法などを十分に検討し、事業効果を検証すべき。また、運用経費などの
経常経費も、競争性・透明性等を踏まえ、入札方法の改善を行い、経費の削減を図るべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
068　建設市場整備推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(２１年度予算額）　　　（２１年度決算見込額）
　95　建設市場の環境整備の推進に必要な経費
　　　95016-2129-06　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９百万円　　　　    ０．９百万円
　　　95016-2122-08　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ０．３百万円　　　　　　０．３百万円
　　　95016-2122-08　委員等旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５百万円            ０．３百万円
　　　95016-2123-09　情報処理業務庁費　 　　　　　　　　　　５０．７百万円  　      ２４．９百万円
　  　95016-2123-09　建設市場整備推進調査費                ５．９百万円            ３．５百万円

・建設関連業者登録システムについては、平成21年度に新システムの開発を行い、登録・審査事務の効率化を目指し
てきたところ。今後さらに、現況報告書の電子化や添付書類の見直しによる電子申請活用の促進について検討するこ
とにより、申請者や発注者、国民の利便性向上を図る。
・システム関係の経常経費については、原則として一般競争入札を実施することにより、経費の節減を図る。
・平成22年度からのシステムの機器賃貸借については、国庫債務負担行為を活用した契約を行い、複数年度契約によ
り経費の節減を図る。

・適切な執行が行われるように、随時、支出内容の聞き取りを実施し、事業目的の達成状況を把握している。
・業務の主たる部分に係る再委託は禁止されているところであるが、主たる部分以外の再委託については、軽微なもの
（印刷、製本、計案処理、参考書籍・文献購入、消耗品購入、会場借上等）を除き、再委託承諾申請書を提出させ、支
出先・使途を把握している。
・支出先：（株）建設技術研究所、（株）日立ケーイーシステムズ、東芝ソリューション（株）、東芝ファイナンス（株）、(株)バ
ド・インターナショナル



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省

２８百万円

A. 東芝ソリューション（株）

１０百万円

B. （株）日立ケーイーシステムズ

９百万円

C. 東芝ファイナンス（株）

５百万円

D. 東芝ソリューション（株）

２百万円

E. （株）建設技術研究所

３百万円

F. （株）バド・インターナショナル

１百万円

建設関連業者の登録事務の実施、登録業者に対する指導・監督、

建設関連業の健全な発展のための施策の検討・実施

建設関連業者登録システムの運用支援、ヘルプデスク

建設関連業者登録システム新システムの開発

建設関連業者登録システム機器のリース

建設関連業登録業者情報の整理、

登録業者活用状況の調査

建設関連業検討会の開催補助、資料作成、

建設関連業者の経営分析

建設関連業者登録システム機器の保守

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省

２８百万円

A. 東芝ソリューション（株）

１０百万円

B. （株）日立ケーイーシステムズ

９百万円

C. 東芝ファイナンス（株）

５百万円

D. 東芝ソリューション（株）

２百万円

E. （株）建設技術研究所

３百万円

F. （株）バド・インターナショナル

１百万円

建設関連業者の登録事務の実施、登録業者に対する指導・監督、

建設関連業の健全な発展のための施策の検討・実施

建設関連業者登録システムの運用支援、ヘルプデスク

建設関連業者登録システム新システムの開発

建設関連業者登録システム機器のリース

建設関連業登録業者情報の整理、

登録業者活用状況の調査

建設関連業検討会の開催補助、資料作成、

建設関連業者の経営分析

建設関連業者登録システム機器の保守



1

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

記載す
計 9.1 計

その他 交通費 0.1

業務担当者人件費 1

物品購入費 ソフトウェアライセンスの購入 0.1

人件費 業務担当者人件費 9 人件費

B.　（株）日立ケーイーシステムズ F. （株）バド・インターナショナル

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

3計 10 計

人件費 業務担当者人件費 10 人件費

その他 交通費、印刷製本費 0.1 その他

使　途
金　額

(百万円）

業務担当者人件費 3

印刷製本費 0.3

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A. 東芝ソリューション（株） E. （株）建設技術研究所

0計 2 計

使　途
金　額

(百万円）

人件費 業務担当者人件費 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0

D. 東芝ソリューション（株） H.

計 5 計

外部委託 サーバ等機器の保守 2

物品購入費 サーバ等機器のリース費用 3

C. 東芝ファイナンス（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）


